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小中高生の年齢に相当する 5 歳から 19 歳の子供の自転車事故死傷者数が他の年齢層に比して高く、その背景要

因が問題視されている。このようなこどもの自転車事故を減少させるためには、交通安全教育が重要である。し

かし、交通安全教育を行っているその他の団体①学校②警察③地方公共団体④民間団体⑤ボランティアそれぞれ

交通安全教育の主体間の違いによる自転車等の交通教育・講習制度、課題については詳細に把握されていないと

いう現状にある。そこで本研究では国内においてこどもを対象とした自転車交通安全教育の実施関係機関や団体

にヒアリング調査を行い、国内における子供の自転車教育の現状と課題の把握を行った。また、教育内容を項目

別に比較することで教育実施団体の特徴を明らかにすることができた。 
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１. はじめに 

 

こどもの自転車事故を減少させるためには、交

通安全教育が重要である。交通安全教育は、現在、

①学校②警察③地方公共団体④民間団体⑤ボラン

ティア団体の 5 つで実施されており、国家公安委

員会はこれらの団体が効果的かつ適切に交通安全

教育ができるようにするため、交通安全指針を作

成し、公表している。しかし、それぞれの団体別

の自転車等の交通教育・講習制度の特徴や課題に

ついてはあまり比較されておらず、現状の課題が

明確になっていない。そこで本研究では、国内に

おいて子供の自転車交通安全教育を行っている団

体間の違いとともに、国内の教育内容の特徴と課

題を明らかにし、今後の改善の方向性について知

見を得ることを目的とする。 

２. 研究方法 

 

（１）既往研究の整理と本研究の位置づけ 

国内におけるこどもの交通安全教育に関連する

研究を整理するとともに本研究の位置づけを明確

にする．国家公安委員会が作成した交通安全指針

1)ではそれぞれの年齢の段階における指導項目に

ついて記載されており、各団体の指導員が教育を

実施するものと記載されている。指導員として資

格を与える、自転車安全教育指導員制度が各都道

府県の交通安全協会と警察が共同で行っている。

幼児・児童・中学生の交通安全教育およびその方

法について整理したものを表 1 に示す。自転車指

導内容に関しては、幼児の段階では歩行内容中心

で自転車に関する記載はなく、児童の段階から記

載されている。中学生からは児童で実施されてい
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る内容の再認識をさせるよう記載されている。ま

た、教育手法に関しては、地域や子供の年齢に合

った教育手法で行う必要があると記載されており、

それぞれの項目について具体的な教育手法は各団

体に任せているという現状にある。また、文部科

学省調査報告書 2)によれば、小中学校の自転車交

通安全教育実施上の課題として、指導時間の不足

と、教職員向けの校内研修の機会がないことが挙

げられており、教育の内容と手法の向上、交通安

全教育の実施に向けた動機づけ、実施主体の確保

や育成が示唆されている。教育内容として、中西

ら 3)は交通安全教育を生涯教育と捉え、交通参加

者の年代に応じた教育が必要であり、児童生徒は

自らが交通事故を未然に防ぐための判断力と行動

につながる教育を実施していくために、一方的に

知識や体験の場を与えるだけではなく、その後の

振り返りなど児童生徒が自ら考え、理解していく

というプロセスを重視することが求められている

と述べている。具体的な教育手法として、実技に

よる参加体験型実践教育があり、幼児から小学校

高学年まで対応した交通安全プログラム「あやと

りぃ」などが用意されている。松村ら 4)は交通安

全教育にヒヤリ地図の作成など体験型学習をとり

こむことにより、安全行動への変容が確認された

ことが報告されている。また、中村ら 5)は、小学

校での教育形式としてビデオとワークショップを

組み合わせることが効果的であるとしているが、

教育の継続性についてはさらなる検討が必要であ

るとしている。谷口ら 6)によると交通安全教育は、

講習を受講した生徒のみならず保護者の交通に関

する心理指標に統計的に有意な影響を及ぼしてい

ると報告されている。また、自転車交通指導員に

ついて竹田ら 7)は各都道府県の交通安全協会と警

察が共同で行っている自転車安全教育指導員制度

が学校での教育で効果的であり、学校の教諭に対

して交通安全に対する意識や関心を高めることが

期待されるものであると述べている。既往研究で

は学校での教育手法について報告されているが、

その他の教育主体についての教育実施内容につい

ては明確に把握されていない。 

（２）調査方法 

こどもに対する交通安全教育の実態を把握する

ために、表 2 に示す交通安全教育を行っている①

学校②警察③地方公共団体④民間団体⑤ボランテ

ィア 15 団体に対してヒアリング調査を行い、それ

ぞれの団体が実施している講習内容を把握し、違

いを把握する。調査の概要を表 3 に示す。 

 

表 1 幼児・児童・中学生別指導項目 

 幼児 児童（6-12 歳） 中学生 

歩行 
内容 

①標識の種類・意味 
②交通ルール等の必
要性 
③歩行者の通る場所 
④横断の仕方（横断
する場所・信号機有
りでの横断・信号機
のないところの横断） 
⑤踏切の渡り方 
⑥危険な行動の理解 
⑦反射板の装着 

①標識の種類・意味 
②交通ルール等の必
要性 
③歩行者の通る場所 
④横断の仕方 
⑤踏切の渡り方 
⑥信号の種類・意味 
⑦警察の指示に従う
こと 
⑧道路での禁止事項 
⑨危険箇所の確認 

①～⑧（話し合
いを通じて再認
識） 
⑨道路の状況 
に応じた危険 
予測と回避 
⑩交通事故の
発生状況 
⑪交通事故の
責任 

自転車 
内容 

× 
（記載されていない） 

①自転車標識の種
類・意味 
②尾灯・反射器材の
必要性 
③点検・整備 
④乗り方 
⑤自転車の通る場所 
⑥走行上の注意（並
走の禁止など） 
⑦交差点の通行の仕
方（安全確認・右左折
など） 
⑧歩行者及び他の車
両に対する注意 

⑨駐車のルール 
⑩合図 

①～⑩（交通ル
ールを遵守しな
かった場合の危
険性とともに再
認識） 
 
保護者から指導
する内容につい
て記載なし 

適切な 
教育 
手法 

短時間で平易な言葉
を使う。紙芝居・人形
劇・腹話術などの視
聴覚に訴える教育手
法が望ましい 

計画的かつ継続的に
行い、自動車を用い
た内輪差・ダミー人形
を用いた実験等の視
聴覚に訴える教育手
法が望ましい 

計画的かつ継
続的に行い、学
習目標を明確に
するために交通
事故統計、身近
な交通事故の
実例を用いるの
が望ましい 

 
下線：単発的な項目 太字：保護者から指導する記載されている項目 
 

表 2: ヒアリング調査対象団体 

種別 対象 

小学校 兵庫県内の都市部/地方部の 4 小学校 

中学校 兵庫県内の都市部/地方部の 3 中学校 

地方公共団体 
兵庫県加古川市、大阪府堺市、 
東京都荒川区 

民間団体 
HONDA 鈴鹿支部、JAF 大阪支部、 
備前自動車岡山教習所 

ボランティア 
団体 

JAF ドレミグループ、 
ウィラースクール 

 

表 3： ヒアリング調査の概要 

項目 内容 
実施日 2015 年 12月 9日（水）～2016 年 1月 23日（土） 
方法 訪問ヒアリング 

対象者 
各団体の責任者および交通安全教室で指導を
行っていた指導員、なおここでは既往研究で
訪問した 7 校の交通安全教育担当の教諭 

質問 
項目 

①講習目的・受講の対象者・講習の実施状況 
②指導者形態・指導者育成・講習受講者の評
価と記録 

③交通安全教育の内容・講習方法の特徴 
④交通安全教育を行う団体と保護者との連携 
⑤講習を実施する上での課題、運営上の課題 
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（３）団体別比較方法 

交通安全指針の指導内容に基付いて、それぞれ

の教育団体の指導内容との対応関係を座学・実技

別に整理し比較する。なお一部の生徒しか実技を

行っていない項目はほとんどの生徒が座学なので

今回は座学としている。 

 

３.交通安全教育実施団体の実施状況 

 

（１）実施状況 

表 4 に団体別講習対象・実施状況について示す。 

a)学校 

ほとんどの学校が年に一回警察が来て一時間程

度行う。実施時間について交通安全教育に積極的

な学校は実施時間二時間以上であり、継続的に講

習を実施している。しかし、全体として学校で行

われる交通安全教育は授業時間の都合上あまり行

われていないのが現状である。 

b)学校以外の団体 

 回数も実施時間も団体ごとに異なっており、東

京都荒川区とウィラースクール以外は学校で交通

安全教育を行う。 

 

（２）対象者 

a)学校 

講習対象は学校ごとに異なっている。向洋中学

校のように全学年を対象にする場合と、特定の学

年だけで実施している場合がある。特定の学年を

対象としている八条小学校、福池小学校は低学年

に対し歩行の交通安全教育、学年があがると自転

車の交通安全教育を行っている。 

b)地方公共団体 

学校が行いたい学年に対象を合わせているので、

決まってはおらず小学校、中学校、高校全ての学

年を対象としている。東京都荒川区では荒川自然

公園で警察と協力して交通安全教育を行っており、

受講者は小学四年生以上を対象としている。 

c)民間団体 

HONDA は教師に対して指導方法や資料の使い方

を指導し、講習者の学年は学校に任せている。 

表 4 団体別講習対象・実施状況 

  団体名 講習対象 
 講習の実施状況 

実施回数（年間） 実施時間 

小学校 

八条小学校 小学 1,3,5 年生 1 回 2 時間 
福池小学校 小学 1,3 年生 1 回 2 時間 
本山第二小学
校 小学 1,2,3 年生 6 回 1 時間 

六甲アイラン
ド小学校 小学 1 年生 1 回 2 時間 

中学校 

本庄中学校 中学 2 年生 2 回 
（警察別で 1 回） 

1 時間、 
警察は二時
間講話 

豊岡南中学校 中学 1 年生 1 回 4 時間 

向洋中学校 全学年 1 回 1 時間 

地方公共 
団体 

加古川市 小、中、高校生 25 回*1 約 1～3 時間 

東京都荒川区 小学 4 年生以上 12 回 一時間半 

堺市 
保育園、幼稚園、 
小学校（92 校） 
高校（2 校） 

92 校 1 時間～1 時
間半 

民間団体 

HONDA  
鈴鹿支部 高校の教員 30 校 50 分×3 

ＪＡＦ 
大阪支部 小、中学生 小学校 5,6 校 

中学校 7,8 校 
小学校 45 分      
中学校 50 分 

備前自動車岡
山教習所 

主に高校生。 
中学生、小学生、 
高齢者 

30～40 校 50 分 

ボランティア 
団体 

ＪＡＦドレミ 
グループ 園児 37 校 30 分 

ウィラー 
スクール 

受講者は小学生、 
中学生以上は少ない 

10 校、講習者は 
年間約 2000 人 3 時間 

＊１：うち小学校１９回、中学校４回、高等学校０回、その他２回 

d)ボランティア団体 

JAF ドレミグループは園児、ウィラースクー

ルでは園児～小学生を対象に行っている。 

 

（３）指導者形態 

指導員は、教育内容の指導を行う主指導員とそ

れを補助する補助役に分かれる。学校、地方公共

団体は警察が主指導員として、教諭や地方公共団

体の職員と連携して教育を行い、学校に交通安全

教育を行う。民間団体は民間団体職員、ボランテ

ィア団体はボランティアメンバーが主指導員とし

て教育を行っていた。 

 

（４）指導者の育成制度 

民間団体と一部の地方公共団体は、学校の教諭

を指導者として育成しており、その方法は資料や

DVD により指導方法を解説するものであった。 

 

（５）講習者評価制度 

こども自転車免許証のように、受講修了証を発

行し、筆記テストを実施している以外は、受講者

を特定できるような仕組みがなく、また児童の交

通安全意識の向上などに対する定量的な教育効果

の評価もほとんど実施されておらず、教育効果を

把握することは困難な状況にあることがわかった。 
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（６）保護者との連携 

交通安全教育の実施は、保護者に連絡されてい

るが、具体的な内容や教育手法までは知らされて

おらず、交通安全教育団体の講習で足りない部分

を保護者が補う等、保護者による間接的な指導を

期待することも困難であることがわかった。 

 

４．交通安全教育実施団体の自転車交通安全

教育指導内容 

 

（１）団体別座学・実技別指導内容 

団体別座学・実技別指導内容について表 5 に示

す。交通安全指針で指定している内容を全て指導

している団体は小学校と地方公共団体であり、そ

の他の団体は指導できない内容は保護者に任せて

いるという現状にある。しかし、交通安全指針で

指定されている内容を、どの団体もほとんど座学

で行っており、実技による教育は少ない。特に交

通状況の判断が必要な「歩行者及び他の車両に対

する注意」に関する教育は実技で行っている団体

は少ない。 

 

（２）教育手法別指導内容 

次に、現在行われている教育手法として教育手

法別指導項目について表 6 に示す。スタントマン

を雇って実際の事故現場を見学してもらうスケア

ード・ストレイト手法は交通マナーである、走行 

 

表 5 団体別座学・実技別指導内容 

座学  実技  両方  

上の注意や他の車両に対する注意について指導を

行う。教科書は、保健の教科書に掲載されている

写真、イラストで危険予測については指導を行い、

走行上の注意については座学で指導を行う。DVD

は実際の事故状況を再現した動画を見せることで、

危険箇所・危険予測について考えさせ、交通知識

についても指導する。グラウンドでの実技講習で

は模擬交通環境を設置し、交差点の通行の仕方、

自転車の通る場所について指導を行う。一般道の

実技講習は、周辺の通学路で交差点の通行の仕方、

危険箇所の確認について指導を行う。 

 

（３）団体別指導手法 

次に、団体別指導手法について表 7 に示す。危険

予測について、死角についての教育は全ての団体

が行っていた。また、スケアード・ストレイト手

法は中学校で行われており、小学校のほとんどは

DVD による教育がメインとなっている。しかし、

生徒にとって交通事故の見学が刺激的な内容であ

るため、行わない学校もあった。実技講習につい

てグラウンドでの実技は学校の生徒数が多い学校

は一部の生徒しか行っていないという現状となっ

ており、一般道での実技講習を行っている団体は

少ない。実際に自転車に生徒が乗って行う交通安

全教育はまだ全体として行われていないというこ

とが分かる。これは、交通安全教育で使用する自

転車の準備が課題となっているとの回答もあった。  

全体の傾向として、道路交通法による交通ルール

についての指導は行われているが、自転車による

実技の交通安全教育が行われているのは少なく、

一般道での実技講習は国内ではほとんどなく、危 

 

表 6 教育手法別指導内容 

教育手法 

自
転
車
標
識 

自
転
車
の
通
る
場
所 

走
行
上
の
注
意 

交
差
点
の
通
行
の
仕
方 

歩
行
者
及
び 

他
の
車
両
に
対
す
る
注
意 

合
図 

尾
灯
・
反
射
器
材 

乗
り
方 

点
検
整
備 

スケアード・ 
ストレイト手法   

○ ○ ○ 
  

○ 
 

DVD  ○ ○ ○ ○     
教科書 ○ ○ ○  ○  ○   
実技（グラウンド）  ○  ○ ○ ○  ○ ○ 
実技（一般道） ○ ○  ○ ○ ○  ○ ○ 

団体名 

交通知識 自転車知識 

自
転
車
標
識 

自
転
車
の
通
る
場

所 走
行
上
の
注
意 

交
差
点
の
通
行
の

仕
方 

歩
行
者
及
び
他
の

車
両
に
対
す
る
注

意 合
図 

尾
灯
・
反
射
器
材

の 必
要
性 

乗
り
方 

点
検
整
備 

八条小学校 ○    ○     
福池小学校         ○ 
本山第二小学校     ○     
六甲アイランド小学校          
本庄中学校          
豊岡南中学校          
向洋中学校          
加古川市          
東京都荒川区          
堺市          
HONDA 鈴鹿支部          
ＪＡＦ大阪支部          
備前自動車岡山教習所          
ＪＡＦドレミグループ          
ウィラースクール          
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険回避などの自ら判断できる力を養うための教育

が不足していると言える。これは、学んだ知識を

行動に繋げ、実際の交通場面に応用することが困

難であることが、発達段階において課題となって

いるためと考えられる。 

 

（４）団体別指導内容の特徴 

a)学校 

実施体験を目的として行われる場合と知識を得

ることを目的として行われる場合がある。前者に

は模擬交通環境を設置する場合と公道を利用する

場合があり、後者にはビデオ鑑賞か講話をきくな

どの座学である。また、これらを組み合わせてい

る場合もある。 

b)地方公共団体 

実技講習（正しい自転車の乗り方）を指導する。

また、その地域により使われている標識に違いが

あるので、指導を行う学校付近にある標識を主体

として教育を行っている。 

c)民間団体 

 HONDA は座学、実技、感受性教育の三つにわけて

授業一コマに収まるようにそれぞれカリキュラム

が組まれている。JAF は小学生に実技、中学、高

校は DVD による座学が行われている。 

d)ボランティア団体 

JAF ドレミグループは音楽を通して座学、交通

ルールについては、模擬の横断歩道を作り歩行の

実技の講習を行う。ウィラースクールは、最初に

自転車の文化や歴史についての座学から自転車の

乗り方を指導し、その後に交通ルールを教える。

そして、講習は実技による参加体験型の講習とな

っており、危険予測について学ぶ。 

 

（５）保護者への指導内容 

保護者と教育主体の取り組み状況について表 8

に示す。多くの団体が自転車の指導内容について

保護者に対し、連絡を行っているが、内容は自転

車の通る場所や並走禁止などの安全利用五則がほ

とんどである。交通安全指針が保護者に対して指

導するよう呼びかけている、点検・整備、歩行者

及び他の車両に対する注意についての内容を示す

内容はない。また、指導方法について具体的に示

されておらず保護者に任せている。しかし、教育

主体が教えられていない部分を保護者に対して内

容を指定していないことから、すでに教えた内容

を重複して教育を行い、教えるべきところを教え

られていないことがわかる。 

 

表 7 団体別指導方法 

団体名 

座学 実技 

スケアード・ 
ストレイト 

DVD による 
危険予測 

教
科
書 

グラウンドで 
実技講習 

一般道で 
実技講習 

八条小学校 × ○ × ○ ○ 
福池小学校 × ○ × ○ × 
本山第二 
小学校 × × × △ ○ 

六甲アイランド 
小学校 

× × × × × 

本庄中学校 ○ ○ ○ × × 
豊岡南中学校 ○ ○ × △ × 
向洋中学校 ○ × × × × 
加古川市 × ○ ○ ○ × 
東京都荒川区 × ○ ○ ○ × 
堺市 ○ ○ ○ ○ × 
HONDA 
鈴鹿支部 × ○ ○ ○ × 

ＪＡＦ大阪支部 × ○ × × × 
備前自動車岡山
教習所 ○ ○ × ○ × 

ＪＡＦドレミ 
グループ × × × × × 

ウィラー 
スクール × × × ○ ○ 

 

表 8 保護者と教育主体の取り組み状況 

団体名 

保護者と学校の取り組み状況 

内
容
の 
連
絡 

保護者との連携体制 保護者への指導内容 

八条 
小学校 ○ 交通安全教育の日はＰＴＡが 

危険箇所にたって見張っている 危険箇所の説明 

福池 
小学校 ○ × 

教育指導委員会からの
交通リーフレットを配
布（安全利用五則） 

本山第二
小学校 ○ 年に三回保護者に連絡便りを渡す 指導内容については記

述なし 
六甲アイ
ランド 
小学校 

○ プリンントを配布 
ひょうご児童等交通安
全ネットワークの資料
を配布 

本庄 
中学校 ○ 保護者に指導内容をまとめたものを渡

している。交通安全教育の際に見学 

「ルールを守ろう・見守
ろうなど」のひょうご児
童等交通安全ネットワ
ークに似た資料 

豊岡南 
中学校 ○ 

月 1 日保護者チームをつくり約二十人
で危険だと思うところにたってもらっ
ている。 

危険箇所の説明 

向洋 
中学校 × × × 

加古川市 ○ 保護者に対して 
交通安全講習の実施 

交通事故に対する備え
として共済事業等の
PR、賠償責任保険の説明
について 

東京都 
荒川区 ○ 交通リーフレットの配布 自転車安全利用五則 

堺市 ○ 
自転車の実技指導の際に自転車を親に
もってこさせるなど、ポイントのチェ
ック表を親にも渡している 

チェック表の内容とし
て横断歩道の渡り方、一
時停止、交差点の渡り
方、自転車の通る場所に
ついて記載 

HONDA 鈴
鹿支部 × ×（学校に任せている） × 

ＪＡＦ大
阪支部 ○ × 資料の配布（安全利用五

則） 
備前自動
車岡山教
習所 

× × × 

ＪＡＦド
レミグル
ープ 

× 保護者が見学 歩行ルール・ヘルメット
の装着・ベルトの装着 

ウィラー
スクール ○ 

一緒に見学している 
一般道での講習では自分の子供と別の
組み合わせで危険指導させる 

死角の確認の指導をさ
せている 

〇：生徒全員に実施 △：一部の生徒に実施 ×：実施していない 
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５．研究の成果と今後の実践に向けた課題 

 

（１）講習者評価制度 

受講者を特定するような制度はどの団体も行っ

ておらず、また全ての対象校、指導員とも、児童

の交通安全意識がどの程度高まったかなどの定量

的な評価は実施していない。 

 

（２）保護者との連携 

保護者へ行う交通安全については連絡している

が、具体的な内容や、保護者に対する間接的な教

育はなされていない。教育団体が教えられていな

い指導項目を、保護者が補えていない。 

 

（３）指導内容 

自転車による実技については、ほとんどの学校

で実施されておらず、さらに生徒数の多い学校で

は一部の生徒にしか実技が実施されていなかった。

この理由として、実技用の自転車準備が保護者の

負担になっていることが指摘されていた。一方、

ボランティア団体においては、団体が自転車を用

意し、危険回避などの自転車の運転技術を向上さ

せる訓練や、自ら身の安全を守る判断ができる力

を養う機会を提供していることがわかった。交通

ルールについての指導は行われているが、自転車

による実技の交通安全教育は全体として行われて

いるのは少なく、危険回避などの自ら判断できる

力を養うための教育が不足している。 

 

（４）今後の実践に向けた課題 

国内の公的機関で参照されている交通安全指針

については、より具体化した交通目標を項目別に

示し、それらが達成されているか検証する必要が

ある。また、誰がどんな内容の教育を受講してい

るか現状ではわからないため、受講記録やその証

明制度の導入を今後検討すべきである。国内の自

転車安全教育は交通知識に偏っており、異なる団

体間で複数回実施してもその内容が記録されてお

らず、役割分担が十分になさないまま、同じ知識

系教育が繰り返されている可能性のあることがわ

かった。また、自転車実技が少なく、自ら身の安

全を守る判断ができる力が十分に養われていない

可能性があり、実技中心の教育を行う必要がある。

しかし、国内では自転車実技による交通プログラ

ム事例はあまりなく、新しく国内の実技プログラ

ムを作成する必要がある。これらの実現可能性に

ついては、海外の事例を参考とすることで国内の

実技プログラムトを作成し、教育の初期段階であ

る幼児から小学校低学年を対象にワークショップ

を行うことで評価をする予定である。 
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